
はじめての日本語教室の取り組み

豊丘村教育委員会

（長野県）



１、はじめに
①外国人住民の実態

豊丘村の外国人住民数は本年４月１日時点で１１８人であり、人口に占める割合は１．７５％である（近隣：飯田市
１．９９％、高森０．９３％、松川０．７８％、喬木０．８５％）。その６２％が平坦部の４つの集落に集住している。

国籍別では、中国が７９．７％、フィリピン９．３％、ブラジル７．６％の順となっており、中国籍が多い理由は飯田下伊
那地域が満蒙開拓の歴史を背負っており、中国帰国者が多いことに起因していると考える。

在留資格別では在留期間の制限がない永住者が７７．１％と圧倒的に多い。

外国人児童生徒は９人であるが、現在のところ、日本語指導が必要な児童生徒はいない。

②これまでの外国人に対する施策

〇多文化共生推進プランなし

〇未来創生プランの策定（２７年度）

国籍別(上段は人数、下段はその割合）

中国 フィリピン ブラジル その他 計

94 11 9 4 118（人口に占める割合1.75%）

79.7 9.3 7.6 3.4 100.0

在留資格別（上段は人数、下段はその割合）

永住者 定住者
永住者の
配偶者

日本人の
配偶者

特別永住 家族滞在 技能実習 計

91 8 4 6 1 5 3 118

77.1 6.8 3.4 5.1 0.8 4.2 2.5 100

外国人人口の推移



２、日本語教室開設の準備
①運営委員会の立ち上げと進行管理
事業採択後、教育長を座長とする９名からなる運営委員会（教育委員会、役場窓口係、保健師、環境係、社協、コー
ディネーター）を設置し、７回の会合を重ね、準備段階から教室開設、運営の評価を行い、事業の進捗を図った。

②教室開設の目的
中国籍外国人の比率が圧倒的に高いので、そこに焦点を当て、ニーズに即した学習プログラムを組み、地域に溶け
込み、コミュニケーション不足によるトラブルや悩みの解消につなげ、住民として自立していくよう支援し、共生の地域
づくりをめざすことを主眼とした。

③ボランティアサポーターの設置
良き隣人として学習者と直接接して教室運営に関わるサポーターを、公民館報で公募した結果、９人の村民が名乗
りを挙げた。サポーター会議を４回開催し、アドバイザーやコーディネーターから指導をいただいて研修を深めた（写真）。

④ニーズの把握
教室開設前に、１８歳以上の外国人住民の学習ニーズを把握するため、

ＤＭによりアンケート調査を実施したほか、５人の外国人住民をコーディネ

ーターが訪ね、個別にヒアリングを行った。



⑤募集要項



３、日本語教室『 』の内容
①参加者数 １５人（中国８人、フィリピン１人、イギリス１人、日本５人）

②プログラム

※学習のすすめ方はおしゃべりを中心として、学習者とサポーターが

グループワークを行った（写真上）。

また、日本語がおぼつかない学習者には、コーディネーターが個別に

対応した（写真下）。

月 日 テーマ

11月16日 開講、オリエンテーション、自己紹介

11月30日 自分の住んでいるところ

12月7日 家族のこと

12月21日 てっぺん公園見学

1月11日 お正月の遊び、食べ物

1月25日 料理の話

2月8日 旅行について

2月22日 折り紙、閉講



★閉講後の活動





⑤事業の実施体制



４、地域の課題と連携について

昭和初期から敗戦までの満蒙開拓移民は全国で２７万人（帰国できたのは１１万人）。

そのうち長野県は（３万３千人）と最多で、そのうち飯田下伊那地域が最多（８．４千人）。

昭和５０年代から、長野県により中国残留孤児の引き揚げ事業が行われ、村内の県営住宅に入居が進む。

その後においても、帰国者を頼った中国人の増加、或いは、日本人の妻、帰国者の妻として中国人が増えることに
つながった。

しかし、生活文化の違いや、日本語の不自由により、日常生活に必要な情報が十分に得られないことで近隣から
孤立したり、地域住民との間で誤解やトラブルを生じ易い。

また、自身の健康、子どもの教育、地域防災、ゴミ処理など、行政の立場からも課題があると見ている。

①外国人住民は様々な課題を抱えている。

②外国人住民は日本語を学びたいが、指導者がいない。

③外国人住民は行政の枠を超えてつながりたい。

行政としての課題の共有化

総合的な施策の確立 （多文化共生推進プランなど）

広域的な日本語教育の展開



ご清聴ありがとうございました。


